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1. 問題意識と研究目的

本研究は、経営学の立場から研究、分析したものである。職場ストレスに対する研究は、

工業化が発達している欧米諸国から発足してからすでに半世紀を経ており、現在でも盛ん

に行われている。この研究がこれほど注目されるのは、職場ストレスが従業員の身心的健

康に影響を与えるだけではなく、組織全体のパフォーマンス、従業員の組織に対するコミ

ットメント、職務満足感および離職意思との間に高い相関性があるからである。それゆえ、

従業員の職場ストレス要因を究明することにより、組織の経営管理における改善点を見つ

け、改善に取り組むことが可能となる。中国ではこの分野に関する研究はまだ発足したば

かりであり、外資系企業の従業員を対象とする研究がわずかにあるだけであり、異文化的

な比較研究はほぼ見られていない。

職務満足感は職場ストレスと同様に、従業員の生産性と QOL(quality of life)に影響

を与える重要な心理的要因として扱われている。職務満足感に対する調査により、従業員

の仕事の現状、心理的欲求及び企業の経営管理上の問題点を把握することができ、企業経

営を改善するための有用な情報が提供される。一方、従業員の職務満足を向上させること

で、組織全体の生産性上昇も期待される。そのため、職務満足感を企業経営状況の「風向

計」とみなす学者もいる。

本研究は前記を踏まえ、職務満足感を従属変数とし、在中日系企業従業員の職場ストレ

スと職務満足感を取り上げ、その現状を考察した上で、両者間の関連を分析しようと思う。

一方、大量の先行研究により、職場ストレスと職務満足感の関係は単純な因果関係ではな

いことが明らかにされた。即ち、職場ストレスと職務満足感との結びつきを強める（また

は弱める）媒介変数や調整変数が存在している。その中に、組織サポートは多くの研究者

の関心を集めた変数の一つである。幾多の先行研究に示されたように、従業員の知覚する

組織サポートが高いほど、職場ストレスによる悪影響が低減され、仕事に対する満足感が

向上する傾向がある。また、組織サポートにはこのような直接効果だけではなく、職場ス

トレスの職務満足感に影響を与える過程における媒介効果と調整効果があることも多く

の研究により検証された。本研究では組織サポートを中間変数として取り入れ、職場スト

レスと職務満足感との間に及ぼす間接効果を検証し、三者間の関係モデルを構築しようと

思う。これにより、職場ストレスと職務満足感の理論研究を豊かにするとともに、組織サ

ポートの立場から従業員のストレスマネジメントや、職務満足感の向上のために、提言し

たい。

本研究では、在中日系企業の従業員を研究対象とする。その理由は以下のとおりである。

改革開放以来、日本企業の対中投資は日増しに盛んになり、日本は既にアメリカに次いで

中国の第 2の貿易パートナーとなっている。その中で、数多くの中国に進出した日系企業

は牽引役として大きな役割を果すであろうことが予想される。一方、日系企業が急速かつ

大規模に中国進出しているのに伴い、経営上の問題も多数噴出している。これまでさまざ

まな研究や調査データにより、日系企業の中国進出は欧米企業より遅れてはいないが、中

国従業員からの評価、就職の人気度、経営の現地化、人材の採用と確保などの面に関して

は、欧米企業に比べて大きな格差があることが明らかにされた。その背後の原因を究明す

るために、従来より多くの研究者が議論を繰り返してきた（馬 2000、趙 2002、関 2003、

古田 2004、鈴木 2005、薛 2006、張 2008、徐 2010 等）。これらの研究は、日系企業の中国

での経営実態、中国人従業員の意識調査、或いは日系企業に対する評価などの面から研究

を展開するものが多いが、職場ストレスの視点からの研究はほぼ見られていない。

しかし、経営管理上の問題は、組織で働く従業員のモチベーションや職務成果に影響を
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及ぼすだけではなく、それにより生じる精神的緊張や、悩み、不適合などの、従業員が感

じるストレス感の誘発も予測される。即ち、組織におけるさまざまな要素が従業員のスト

レス感を引き起こす要因となる。従業員は感じる職場ストレスは企業の経営手法への適応

性にも反映される。日本的経営の諸慣行はかつて日本の高度成長を支えてきた経緯により

世界に絶賛されてきた。一方、中国に進出した日系企業は、現地の事情に適合して経営管

理のやり方をそれなりに調整・修正することが多いが、根本的には日本的経営の基幹が緩

められることはなく、日本的経営の色彩が強い諸慣行が保たれているのである。それゆえ、

在中日系企業で働く従業員の職場ストレスと職務満足感を把握することで、従業員が日本

的経営の諸慣行に対する適応性を見つけ、把握することが可能となる。

本研究では前記のことを踏まえ、在中日系企業の従業員を研究対象に、これまでの研究

においてほとんど報告されていない職場ストレスの視点から、職務満足感を組み合わせな

がら、在中日系企業従業員による日系企業の経営手法に対する適応性を考察することを試

みた。職場ストレス、職務満足感の現状を考察した上で、さらに組織サポートを中間変数

とし、三者間の相互関係を検証しようと思う。

また、実証研究 II では、在中米国系企業の従業員の調査データを加え、比較を行おう

と思う。日米両国は、国民文化から経営手法まで明らかな相違があることが考えられる。

それゆえ、職場ストレスの各尺度に現れる相違が従業員の両国の経営手法に対する適応性

も観察できると思われる。本研究では、日系企業の従業員が米国系企業の従業員に比べて、

感じる高ストレス尺度、低ストレス尺度を分析し、かつ経営手法の異なりからその背後の

原因を究明したい。また、日系企業が欧米企業に比べて、中国従業員からの評価、就職の

人気度、経営の現地化、人材の採用と確保などの面において遅れていることから、職務満

足感の比較研究も行って実証したいと思う。

最後に、調査データと研究結果に基づき、日系企業の中国での今後の事業展開に向けて、

日本的経営の強みを活かしながら、日本的経営の弱みを最小限にすることにより、中国人

従業員をより活用することで優秀な人材の確保や定着のために有益な提言ができればと

願う。

2. 研究方法

上記の問題意識と研究目的を踏まえ、本研究では定性分析と定量調査を組み合わせた方

法で研究を行った。具体的な研究方法としては、文献研究法、インタビュー研究法、アン

ケート調査法、統計分析法を用いた。

まず歴史的な観点から職場ストレス、職務満足感及び組織サポートに関する代表的な理

論や実証研究を考察し、これに基づいて本研究の理論的構想を明確にし、解決しようとす

る問題と初歩的な研究の枠組みを確定する。さらに在中日系企業の経営実態、日米経営手

法の比較および日本的経営の強みと弱みに関する先行研究を行い、実証研究の結果分析や

日系企業への提言に対する論拠とする。

次に、個別インタビューの研究方法を用い、研究問題に対する調査対象者の見方や態度

を詳しく把握した上で、測定手段の項目構成、理論的構想形成のための基礎を作った。

文献レビューと個別インタビューに基づき、従業員の職場ストレス尺度、組織サポート

尺度及び職務満足感尺度を作成し、且つ尺度の信頼性と妥当性を検証した。そして、実証

分析調査 Iでは、アンケート調査により在中日系企業の従業員の職場ストレス、職務満足

感及び組織サポートの現状を測定し、研究変数間の関係を検討した。実証分析調査 II で

は、在中米国系企業の従業員のアンケート調査データに加え、在中日米企業従業員の職場

ストレス、職務満足感、組織サポートにおける差異の比較分析を行った。
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最後に、アンケート調査によって得られたデータを統計方法により分析する。主な統計

分析方法は、測定尺度に対する因子分析、尺度の信頼性、妥当性検証、一元配置分散分析

の方法で研究変数の人口統計学的変数および制御変数による差異を調べた。更に相関分析

と回帰分析などによって職場ストレス、職務満足感、組織サポートの相互関係、組織サポ

ートの間接効果を分析した。統計分析ソフトは ExCe120O3 と SPSS17.0 を用いた。

3. 論文構成

本研究は、序章を除き、6 章から構成され、各章で扱う内容は以下の通りである。

序章では、主に研究背景、研究範囲と対象、研究意味、研究の目的と方法及び論文の枠

組と構成を述べた。

第 1 章の文献レビューでは、職場ストレス、職務満足感、組織サポートの文献レビュー

を行い、国内外の先行研究を考察し、総合的な論述を行った。更に在中日系企業の経営管

理に関する先行研究や、異文化経営と職場ストレス、日米経営比較と対中投資動機と産業

構造の違い、日本的経営の強み・弱みに関する先行研究をレビューした上で、本研究の目

指す方向を示す。

第 2 章の理論構想と研究方法では、資源保全理論を取り上げ、組織サポートと職場スト

レス、職務満足感との相互関係を説明した。文献分析の結果により、職場ストレスと職務

満足感をそれぞれ 5つの下位尺度に分け、組織サポートを 3つの下位尺度に分けて、多次

元的な職場ストレス、職務満足感、組織サポートの研究の枠組を構築した。

更に、先行研究を踏まえ、本研究の仮説を設定した。仮説には以下の 5 つの側面が含ま

れる。１、在中日系企業従業員の最大の職場ストレッサーと職務不満足要素。2、職場ス

トレスと職務満足感との関連、3、組織サポートと職場ストレスとの関連、4、組織サポー

トと職務満足感との関連、5、組織サポートによる職場ストレスと職務満足感との関連に

及ぼす間接効果。また、これからの研究ステップ及び研究方法を述べ、測定尺度の操作性

定義、調査対象とサンプリングの過程を説明した。

第 3 章の予備調査と尺度検証では、尺度開発の前の個別インタビューのプロセスを述

べた。また、先行文献を参照した上で本研究の個別インタビューを組み合わせて、在中日

系企業従業員の職場ストレス、職務満足感の尺度項目を収集し、専門家による添削や補正

により、初期尺度を作成した。予備調査では、3 つの尺度に対してそれぞれ項目分析、因

子分析及び信頼性と妥当性の検証を行い、最終的に、仕事そのもの、人間関係、役割の曖

昧さ、役割の葛藤、組織構造・風土とキャリア発達、という 5 下位尺度・21 項目からな

る職場ストレスの本格調査用の尺度、仕事そのもの、仕事のリターン、個人成長、仕事の

協力、経営管理、という 5 下位尺度・17 項目からなる職務満足感の本格調査用の尺度、

仕事のサポート、価値への承認、生活・福祉への気遣い、という 3下位尺度・9 項目から

なる組織サポートの本格調査用の尺度を作成した。3つの尺度に対する信頼性と妥当性の

検証により、統計学特徴が良好であることが確認された。

第 4 章の実証分析調査 Iでは、第 4章で得られた測定尺度で、在中日系企業の従業員に

対する本格的な調査を行った。有効回答 425 部を回収し、統計ソフトでデータを分析した。

第 5 章の実証分析調査 II では、在中米国系企業の従業員の調査データに加え、日系企
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業の従業員との比較分析を行い、その職場ストレス、組織サポートおよび職務満足感の相

違を明らかにした。

第 6 章は研究結論と研究展望である。本論文の各部・章・節で考察したことをまとめ、

結論を導き出す。また、その上で本研究の研究限界及び今後の研究課題を明らかにする。

更に、前記の研究結果に基づき、日本的経営の強み・弱みを吟味し、今後の中国での事業

展開に向けて日系企業の経営改善策を提言した。

4. 研究結論

実証研究 Iおよび II による研究結論は以下のように要約される。

(1) 在中日系企業の従業員の全体的な職場ストレスはやや低いレベルにあることが示

された。具体的な尺度を見ると、やや高いレベルにある職場ストレッサーは順に、組織構

造・風土とキャリア発達、仕事そのものに由来するものであり、そのうち、キャリア発達

に由来するストレスが最も高い。在中日系企業の従業員が自覚する組織サポートは全体的

にやや高い程度が示されたが、生活・福祉への気遣いという下位尺度がやや低いレベルに

あることが示された。在中日系企業の従業員の職務満足感は楽観視できない。仕事協力の

平均値は中央値より高い以外に、他の尺度の平均値はいずれも中央値以下である。全体的

な職務満足感が低いレベルにあることが示された。そのうち、給与・福祉などに関連する

仕事のリターンに対する満足感は最も低い。

(2) 本研究では在中日系企業の従業員の職場ストレスと職務満足感に対して記述統計

分析を行った。性別、学歴、職務分野、収入などの人口統計的変数および制御変数による

差異を一元配置的分散分析を行った結果、以下の主要結論が得られた。男性従業員は人間

関係に面において女性より大きなストレスを感じている。仕事そのもの以外に、短大以下

の学歴を持つ従業員が感じるストレスは他の学歴グループの従業員より大きい。職務分野

について、生産管理に従事する従業員が感じるストレスが最大で、人事総務に従事する従

業員が感じるストレスが最も小さい。職位分野については、中層管理職が感じる人間関係

のストレスが最も大きい。キャリア発達の面においては、一般社員と現場管理者が感じる

ストレスは中層管理職と経営陣のそれを遥かに上回る。職務満足感について、全体的言え

ば、男性の職務満足感は女性より高く、とりわけ仕事そのものと個人成長の面に明らかに

現れる。大学院及びそれ以上の学歴を持つ従業員の職務満足感は短大学歴の従業員のそれ

より明らかに高く、とくに個人成長と仕事協力の面に際立つ。個人成長の面において職務

満足感が最も高いのは営業・マーケテイングに従事する従業員であり、経営管理の面に最

も高い得点を得たのは人事総務に従事する従業員であり、仕事のリターンにおいて最も満

足するのは人事総務に従事する従業員である。

(3) 本研究は実証研究を通じて職場ストレスと職務満足感との関連を確認した。研究結

果により、職場ストレッサーの種類の違いにより、職務満足感に対する影響も異なる。仕

事そのものという下位尺度を除き、職場ストレスの他の 4下位尺度はいずれも職務満足感

の 5 尺度及び全体的職務満足感との間に有意な負の相関関係が見られる。更なる多重回帰

分析により、仕事そのものという下位尺度と職務満足感との間にやや低い相関性があり、

且つ仕事そのものは職務満足感に対して正の予測力を有することが認められた。職場スト

レスの他の 3 下位尺度も職務満足感に対してある程度の予測力を持ち、そのうち、組織構
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造・風土とキャリア発達の予測効果が最も大きく、次いで人間関係と仕事そのものである。

(4) 階層的回帰分析により組織サポートの職場ストレスと職務満足感との間における

部分的な媒介効果と調整効果が確認された。職場ストレスが職務満足感に対して直接に影

響を与える他に、組織サポートを媒介して職務満足感に対して間接の効果を及ぼすことも

できる。また、組織サポートは調整変数として、職場ストレスの職務満足感に与える影響

の強さに効果を及ぼす。即ち、従業員が自覚する組織からのサポートが高いほど、職場ス

トレスの職務満足感に対する影響程度を軽減できると考えられる。

(5) 在中日米企業従業員の比較分析により、職場ストレス、職務満足感及び組織サポー

トにおいて、ある程度の相違が確認された。そのうち、職場ストレスについて、在中日系

企業従業員が感じる最大のストレスがキャリア発達に由来するのに対し、在中米国系企業

従業員が感じる最大のストレスは仕事そのものに由来するものである。また、仕事そのも

の、役割の曖昧さ、人間関係の尺度において、米国系企業従業員の感じるストレスが日系

企業従業員より明らかに高いのに対し、組織構造・風土とキャリア発達の尺度においては、

日系企業従業員が感じるストレスが米国系企業従業員より著しく高い。一方、職務満足感

について、在中米国系企業従業員の職務満足感は在中日系企業従業員のそれより明らかに

高いことが示された。とくに仕事そのもの、仕事のリターンと経営管理において、顕著な

相違が確認された。組織サポートに関しては、価値承認の尺度において、在中日系企業従

業員が知覚する組織サポートが米国系企業従業員より明らかに高い他、仕事サポートと生

活・福祉への気遣いにおいて、米国系企業従業員が知覚する組織サポートが日系企業従業

員より著しく高い。このように、定性的と定量的研究方法で予備調査と正式調査を通じて、

本研究の理論モデルと仮説をほぼ検証した。

5. 日本的経営視点からの本調査結果の再分析

前記の日本的経営の強みに関する分析から、日本的経営の強みとしては、人間主義経営、

調和的人間関係の重視、およびチームワークや企業内の協働意識醸成による企業内の持続

的な改善、イノベーションなどが挙げられる。このような日本的経営の強みは日本経済の

高度成長を支え、日本の先進国仲間入りを達成させた。また、このような「人」を中心と

する経営、柔軟な職務構造に基づいた企業内の協働意識を重視する仕組みは、より高度な

職場ストレスに対応できる体質であると言えるであろう。

今回の調査結果から見ると、在中日系企業従業員が感じる人間関係に由来するストレス

が低く、とくに在中米国系企業従業員より著しく低く、仕事の協力に対する職務満足感が

高いことから、日本的経営のこの強みがよく反映されている。また、在中日系企業従業員

の自覚する価値への承認という組織サポートが高く、とくに米国系企業従業員より著しく

高いことから、日本的経営の「人間本位経営」という理念の徹底もよく示されている。

また、今回の調査結果から、在中日系企業の従業員が感じる仕事そのものに由来するス

トレスが適当なものであり、米国系企業従業員より明らかに低い反面、在中日系企業従業

員の仕事そのものに対する満足感が低く、とくに米国系企業従業員より著しく低いことか

ら、在中日系企業従業員の仕事そのものに由来するストレスをさらに高める必要があるこ

とが示唆される。なぜならば、仕事そのものに由来するストレスが高いほど、日本的経営

の強みである「調和的人間関係」の緩和作用が発揮できるからである。仕事そのものから

のストレスが高くない環境において、和気藹々の人間関係はかえって人のチャレンジ精神

を抑え、怠け心を助長し、組織にぬるま湯体質をつけさせやすくなる。
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一方、このような企業内部の調和と仕事上の相互協調を慣行としてきた従来の日本企業

では、「柔軟な職務構造」と呼ばれる職務の曖昧さを特徴とする。即ち、各人の仕事の分

担が不明確で、どこで自分の仕事が終わり、どこから他人の仕事が始まるのか分からない

と言われている。同時に、米国企業がスペシャリストの育成に力を入れるのに対し、日本

企業はゼネラリストの人材育成により力をいれる一方、人事考課と評価の面において、ア

メリカ企業が「職務中心」に評価するのに対し、日本企業は「職能中心」に評価するイメ

ージが強い。どう見ても集団責任が問われる日系企業のほうが、従業員が感じる役割の曖

昧さに由来するストレスが大きいはずである。今回の調査で逆の結論が得られたことから、

中国に進出する日系企業は、伝統的な日本的経営のこの部分の導入に慎重的であることが

伺える。しかし、このような柔軟な職務構造と集団労働に基づいて従業員同士が協力し合

って、それぞれの知恵と能力を発揮して持続的な知識創造活動、イノベーションが可能と

なる。即ち、日本的経営の優位性を発揮するために、このような曖昧な職務構造が必要不

可欠である。これからこの部分の導入は日系企業にとって課題になっている。

一方、在中日系企業従業員が感じる組織構造・風土とキャリア発達に由来するストレス

は高く、仕事のリターン、経営管理、個人成長に対する職務満足感が低く、とくに米国系

企業従業員より著しく低いことから、在中日系企業従業員が日系企業の経営手法に対する

違和感が多少示されている。とくに、前記分析したように、中国人は日本人より「個」を

重視し、仕事を通じたキャリアアップ、自己実現を求める傾向が強い。これに関しては、

日本的経営に現れる組織の構成員のものの考え方の単一化、個性への抑制といった弱みが

中国の従業員にとっては、抵抗感があることが伺える。

本研究ではさらに、現段階での中国企業の発展における日本的経営の必要性を論じ、長

期雇用と集団主義という 2 つの側面から、①中国に日本的経営を取り入れる難点と、②「適

用」だけではなく、現地への「適応」も重要であるという自覚を持て初めて、日本的経営

を中国に取り入れることができるのだという可能性を論じた。

6. 在中日系企業の今後の事業展開への提言

最後に、実証調査の結果により、これからの在中日系企業が中国で事業展開に向けて、

日本的経営の強みを保ちながら、形式上現地の従業員が受入れにくい部分を適当に修正・

調整するために、筆者なりのアドバイスを述べた。

(1) 中国の投資環境の変化に応じる投資戦略の再検討

前記の先行文献のレビューから、日系企業による対中投資は、ここ数年卸売・小売り業

を始めとする第三産業への投資が増えつつある、という新たな変化が表れてきたものの、

産業構造にしても、投資業種のレベルにしても、欧米企業に比べまだ低いレベルにあるこ

とが示された。特に欧米企業に遅れた中国に研究開発センターの設置について、しばしば

指摘されている。このような日系企業の対中投資戦略は、従業員にやりがいがある仕事を

与えられず、および競争力に乏しい賃金制度、そしてキャリアアップを阻む「ガラスの天

井」につながるとともに、中国の従業員が日系企業のこれらの組織特性に対して欧米企業

より大きな違和感を感じていることが明確になった。即ち、中国の現地法人をどのような

存在にしようとしているか、どのような機能を持たせるか、という日系企業本社としての

経営戦略は現地の人材マネジメント、現地化の程度を大きく左右する。

一方、中国が WTO 加盟して 12 年目に入っている現在、経済の高度成長に伴う経済総量

が急速に拡大しつつあるが、国内産業構造のレベル低下問題も次第に顕在化されてきた。

そのため、中国政府は最低賃金の引き上げ、外資優遇政策調整、加工貿易禁止品目の追加

措置など、さまざまな手を打ち、中国の産業構造を調整し、経済発展モデルを転換しよう
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としている。これからは外資系企業を取り巻く競争環境がますます激しくなり、単なるコ

スト削減や生産資源目当ての投資方式は中国で持続的に発展していくことは難しい。要す

るに、日系企業が今後中国という巨大な市場を失いたくないと考え、持続的に安定な事業

展開を行いたいと考えれば、投資する業種やそのレベルアップなどを含める経営資源の配

置転換、投資戦略を見直す必要がある。これに基づき、日本的経営の弱みを克服し、強み

を活かすことにより、ホワイトカラー層の人材確保・活用に力を入れるべきである。

（2）日本的経営の強みを活かし、組織サポートに取り組む

日本的経営の強みとして、従業員を重視した「人間本位」の経営理念、企業内部の「調

和」を強調し、日常的なコミュニケーション（報・連・相）による協働意識の醸成、現場

の問題解決能力向上、長期的視野に基づく人材育成、および累積的改善能力などが挙げら

れる。現在は、事業の入れ替わりの激しい時代、組織を人為的に短期間に統合したり、分

割したりしやすい時代であるからこそ、このような日本的経営のよさを見極め、自らの経

営ノウハウを蓄積し続けることは、今の日本企業にとって、大切であると思う。そのため、

在中日系企業は日本的経営の特有な「強み」を忘れずに、それを活かして日頃の人事制度

に浸透させる必要がある。また、人に対する全面的な関わり、という日本的経営の強みの

もうひとつの強みを組織サポートの形で具現化すれば、従業員にとってさらなる付加価値

を生み出すであろう。

（3）日本的経営の弱みを克服し、現地事情に合わせた人事制度の構築。今回の調査か

ら、日系企業における中国人従業員が組織構造・風土およびキャリア発達に由来する職場

ストレス感がやや高く、仕事のリターン、個体成長、経営管理に対する職務満足感が低い

のに対し、日系企業は経営手法、HR 施策をさらに改善する余地があると考えられる。

組織の閉鎖性を打破し、積極的に中国現地人材を活用すべきである。一方、個人のキャ

リアアップ、自己実現を重視する中国人のこの種の特徴に対して、在中日系企業は、日本

的経営の第二の弱みである個人存在の希薄化を克服する必要がある。即ち、協働意識やチ

ームワークを重視するとともに、従業員個々の意識や利益を無視することはできない。

7. 今後の課題

本研究では以上のように、在中日系企業の従業員の職場ストレス、組織サポートと職務

満足感との関係を研究し、上述のように提言を試みたが、残された課題はまだある。

(1) 研究方法の改善。今後の研究において、研究サンプル数と研究範囲を拡大する必要

がある。更に主観的評価を除き、より多くの研究方法で研究変数に対する評価を行う必要

がある。また、縦断的研究法で職場ストレスと職務満足感の作用メカニズムを深く掘り下

げ、他の要素が職場ストレスと職務満足感との関連に及ぼす効果を検討する。

(2) 職場ストレスと職務満足感の異文化研究

外資系企業の従業員の職場ストレスと職務満足感、及び両者間の関係を研究する上で、

文化的差異要素は非常に有意義な指標であると思う。本研究はこれについてやや触れたが、

文化的差異による従業員の知覚する職場ストレスと職務満足感への具体的な影響を深く

検討しなかった。今後の研究において、文化的差異の角度から、外資系企業従業員の職場

ストレスと職務満足感の特徴や両者間の関連を深く研究しようと思う。多国間の比較研究

を通じて、文化的差異による従業員の知覚する職場ストレスと職務満足感との相違点を探

り、実務的により有用な介入方策を提言したい。
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